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総務大臣
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公務員労働組合連絡会
議 長　 棚 村　博 美
要　求　書
　公務員連絡会は、2013春季生活闘争を「働くことを軸とする安心社会」の実現をめざし、非正規労働者を含めたすべての働く者の「傷んだ雇用・労働条件」の復元とディーセントワークの実現を最重要課題と位置づけ、取組みを進めているところです。
安倍政権は、デフレ脱却を最大の政策課題として、いわゆる「アベノミクス」と呼ばれる政策を進めていますが、デフレ経済から脱却し真の意味で日本の社会経済総体の再生していくためには、雇用の拡大と賃上げによる消費拡大、内需拡大をはかることが何よりも重要です。
　一方、国家公務員の給与については特例減額期間中であるにもかかわらず、政府が昨年11月16日の2012人事院勧告の取扱いの閣議決定を変更し、来年１月から高齢層の昇給を抑制する改定を決定したことは極めて遺憾と言わざるを得ません。また、地方公務員給与は地方自治の本旨のもと、各地方自治体の労使交渉に基づき決定されるものであり、また住民サービスを維持するために多くの地方自治体において厳しい独自削減を実施してきた経過等を踏まえると、国が減額を強制することは許されることではありません。
雇用不安や将来不安が蔓延する中、国民の生活を支える公共サービスの役割はますます高まっています。公務員労働者が国民の期待に応え、東日本大震災からの復興・再生はもとより、解決を迫られるさまざまな課題に的確かつ確実に対処し、国民生活の安心と安全を確保していくためには、雇用の安定と公務員に相応しい労働条件の確保が不可欠です。
公務員連絡会は、１月29日に開いた第１回代表者会議の決定に基づき、下記の通り2013年春季の要求を提出いたします。貴職におかれては、その実現に向け最大限の努力をいただきますよう要求します。
記
１．総人件費について
(1) 公共サービス基本法に基づいて良質な公共サービスが適正かつ確実に実施されるよう、公務員等公共サービス従事者の社会的に公正な賃金・労働条件を確保すること。
(2) 事務・事業の円滑な遂行とディーセントワークを保障するとともに、雇用と年金を確実に接続させるため、必要な定員を確保すること。
２．2013年度賃金について
(1) 公務員労働者の2013年度賃金については、維持し、改善すること。なお、非現業国家公務員の賃金については、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に基づくこと。
(2) 超過勤務手当の全額支給の実現、独立行政法人等を含めた公務員給与の支給に必要な財源の確保に努めること。
３．非常勤職員等の雇用、労働条件の改善について
(1) 非常勤職員制度の抜本的改善を目指し、公務員連絡会が参加する検討の場を設置し、政府全体として解決に向けた取組みを推進すること。当面、非常勤職員制度について、法律上明確に位置付けることとし、勤務条件等について常勤職員との均等待遇の原則に基づき、常勤職員に適用している法令、規則を適用すること。
(2) 非常勤職員の給与については、引き続き「非常勤給与ガイドライン」を遵守するよう各府省を指導するとともに、2013年度については１時間当たり30円以上引き上げること。
(3) 期間業務職員制度については、引き続き当該職員の雇用の安定と処遇の改善となるよう、適切な運用に努めることとし、とくに、常勤職員と同等の勤務を行っている期間業務職員の給与を「均等待遇の原則」に基づき抜本的に改善すること。
４．労働時間、休暇及び休業等について
(1) 公務に雇用創出・多様就業型のワークシェアリングを実現することとし、本格的な短時間勤務制度の具体的検討に着手すること。
(2) 公務におけるワーク・ライフ・バランスを確保するため､年間総労働時間1,800時間体制の確立と、ライフステージに応じ、社会的要請に応える休暇・休業制度の拡充、などを実現すること。
(3) 政府全体として超過勤務縮減のための体制を確立し、超過勤務命令の徹底やＩＴ等を活用した厳格な勤務時間管理と実効性のある超過勤務縮減策を取りまとめ、直ちに実施することとし、その具体化に向けて公務員連絡会と協議すること。
５．高齢者雇用施策について
雇用と年金の接続については、段階的定年延長という人事院の意見の申出を踏まえ、確実な接続を実現するとともに、高齢期の生活を支える給与水準と適切な労働条件等を確保すること。
また、定員の純減政策を転換させ、雇用と年金の確実な接続のために必要な定員の確保に向け、弾力的扱いなどについて公務員連絡会との十分な交渉・協議を行うこと。
６．福利厚生施策の充実について
(1) 公務員の福利厚生を勤務条件の重要事項と位置付け、職員のニーズ及び民間の福利厚生の正確な実態把握に基づき、その抜本的な改善・充実を図ること。
(2) 「国家公務員福利厚生基本計画」の着実な実施を図るため、政府全体としての実施体制を確立し、使用者としての責任を明確にして積極的に対応すること。とくに、メンタルヘルスに問題を抱える職員が増加していることから、引き続きその原因追究と管理職員の意識改革に努めることとし、必要な心の健康診断、カウンセリングや「試し勤務」など復職支援施策を着実に実施すること。
(3) 福利厚生の重要施策であるレクリエーションについて、予算及び事業が休止されている実態を重く受け止め、その理念の再構築と予算確保や事業の復活に努めること。
７．男女平等の公務職場実現、女性労働者の労働権確立について
(1) 公務職場における男女平等の実現を人事行政の重要課題として位置付け、女性が活躍しやすい経済社会の構築に向けて公務員が率先して対応するとした「女性の活躍促進による経済活性化行動計画」の趣旨等を踏まえ、女性の労働権確立や環境整備に政府全体として取り組むこと。
(2) 日本再生戦略に掲げられた男性の育児休業取得目標2020年13％の実現に向けて、条件整備や必要な指導を行うこと。
(3) 「女性国家公務員の採用・登用拡大に関する指針」に基づく各府省の実施計画における目標達成やメンター制度の実効性確保に向け、使用者として必要な取組みを着実に実施すること。
(4) 次世代育成支援対策推進法に基づき各府省が策定した「特定事業主行動計画」の着実な推進に取り組むよう、各府省を指導すること。
８．早期退職募集制度について
　早期退職募集制度については、退職強要とならないことは当然のこととして、具体化に向けては、公務員連絡会と十分な交渉・協議を行い、合意に基づいて進めること。
９．その他の事項について
(1) 障がい者雇用について、本年４月から法定雇用率が引き上げられることも踏まえ、拡大すること。とくに、知的障がい者及び精神障がい者の雇用促進に関する具体的方策を明らかにすること。
(2) 国が民間事業者等に業務委託や入札等により、事務・事業の実施を委ねる場合においては、公正労働基準の遵守を必要条件とすること。
以　上
